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公 益 財 団 法 人 む つ 小 川 原 地 域 ・ 産 業 振 興 財 団 経 営 状 況 説 明 書 を

地 方 自 治 法 第 2 4 3 条 の ３ 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 提 出 す る。

令 和 ６ 年 ９ 月 19 日

青 森 県 知 事 宮 下 宗 一 郎





１ 令和６年度事業計画

（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

⑴ 地域・産業振興プロジェクト支援助成事業

市町村、地域団体等が実施する地域及び産業の振興に関する事業を支援するため、次の事業を行う

ものである。

ア 市町村、地域団体等が実施する一般プロジェクト事業に対する助成

イ 公益財団法人むつ小川原産業活性化センター及び六ケ所村まちづくり協議会が実施する事業に対

する助成

⑵ 地域・産業振興情報収集提供事業

ア プロジェクト支援助成事業募集広告

令和７年度地域・産業振興プロジェクト支援助成事業の事業募集のため、ポスターやチラシを作

成・広告するとともに、新聞、Ｗｅｂ広告、ＳＮＳ広告等を実施する。

イ プロジェクト支援助成事業個別相談会等の開催

地域活性化や産業振興の事業活動を行おうと考えている団体を対象に、諸事業への取組意欲を醸

成し、ひいては、プロジェクト支援助成事業の要望者の掘り起こしにつなげることを目的に個別相

談会を開催する。また、事業要望者からのヒアリングや採択者説明会を開催する。
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２ 令和５年度事業実績

（令和５年４月１日～令和６年３月31日）

⑴ 地域・産業振興プロジェクト支援助成事業

市町村及び地域団体、産業団体等を対象に71件総額137,180千円を助成した。

内訳は、公益財団法人むつ小川原産業活性化センターに対する30,901千円、六ケ所村まちづくり協

議会に対する18,177千円のほか、一般助成69件88,102千円である。

一般助成の内訳は、地域対象の事業が51件67,778千円、全県対象の事業が18件20,324千円となって

いる。

⑵ 地域・産業振興情報収集提供事業

ア 助成事業等の広報

県民に対する財団の認知度向上や、令和６年度地域・産業振興プロジェクト支援助成事業の募集

内容の周知を図るため、新聞広告、ウェブ・ＳＮＳ広告及びポスター・チラシにより、広報活動や情

報発信を行った。

イ プロジェクト支援助成事業個別相談会等の開催

地域活性化や産業振興の事業活動を行おうと考えている団体を対象に、諸事業への取組意欲を醸

成し、ひいては、プロジェクト支援助成事業の要望者の掘り起こしにつなげることを目的に個別相

談会を県内６地域（各２回）で開催した。また、プロジェクト支援助成事業の要望団体（105団体）

に対し、事業内容についてヒアリングを行うとともに、採択者に対する説明会を開催した。

⑶ 原子力施設立地振興対策事業

25市町村を対象に37事業総額488,613千円を助成した。

対象事業別内訳は、公共用施設整備等が24事業284,913千円、企業導入・産業活性化が１事業14,000

千円、福祉対策が５事業88,000千円、地域活性化が５事業88,000千円、防災・安全対策が２事業13,700

千円となっている。
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３ 令和５年度決算報告書

⑴ 貸 借 対 照 表

（令和６年３月31日現在）

（単位 円）
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科 目 当 年 度 前 年 度 増 減

Ⅰ 資 産 の 部
１ 流 動 資 産

現 金 預 金
未 収 金
前 払 金
貯 蔵 品
流 動 資 産 合 計

２ 固 定 資 産
⑴ 基 本 財 産

定 期 預 金
基 本 財 産 合 計

⑵ 特 定 資 産
退 職 給 付 引 当 資 産
減 価 償 却 引 当 資 産
投 資 有 価 証 券
投資有価証券差額積立資産
特 定 資 産 合 計

⑶ そ の 他 固 定 資 産
什
じゆう

器 備 品
減 価 償 却 累 計 額
投 資 有 価 証 券
そ の 他 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計
資 産 合 計

Ⅱ 負 債 の 部
１ 流 動 負 債

短 期 借 入 金
未 払 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
１年内返済予定長期借入金
流 動 負 債 合 計

２ 固 定 負 債
退 職 給 付 引 当 金
固 定 負 債 合 計
負 債 合 計

Ⅲ 正 味 財 産 の 部
１ 指 定 正 味 財 産

地 方 公 共 団 体 寄 付 金
指 定 正 味 財 産 合 計
（うち基本財産への充当額）

２ 一 般 正 味 財 産
（うち特定資産への充当額）
正 味 財 産 合 計
負 債 及 び 正 味 財 産 合 計

293,689,929
31,132,599
594,597
13,265

325,430,390

10,000,000
10,000,000

17,259,987
1,417,949

10,921,976,660
333,340

10,940,987,936

2,617,956
△1,417,949
99,970,000
101,170,007

11,052,157,943
11,377,588,333

0
22,934,823
332,518
1,794,716

5,000,000,000
5,025,062,057

17,259,987
17,259,987

5,042,322,044

10,000,000
10,000,000
(10,000,000)
6,325,266,289
(5,923,727,949)
6,335,266,289
11,377,588,333

277,543,730
24,852,791
594,597
14,227

303,005,345

10,000,000
10,000,000

16,541,481
1,417,949

11,050,049,994
350,006

11,068,359,430

2,617,956
△1,417,949
99,380,000
100,580,007

11,178,939,437
11,481,944,782

500,000,000
23,918,500
201,677
2,021,961

4,500,000,000
5,026,142,138

16,541,481
16,541,481

5,042,683,619

10,000,000
10,000,000
(10,000,000)
6,429,261,163
(6,051,817,949)
6,439,261,163
11,481,944,782

16,146,199
6,279,808

0
△962

22,425,045

0
0

718,506
0

△128,073,334
△16,666

△127,371,494

0
0

590,000
590,000

△126,781,494
△104,356,449

△500,000,000
△983,677
130,841
△227,245
500,000,000
△1,080,081

718,506
718,506
△361,575

0
0
(0)

△103,994,874
(△128,090,000)
△103,994,874
△104,356,449



⑵ 正味財産増減計算書

（令和５年４月１日～令和６年３月31日）

（単位 円）
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科 目 当 年 度 前 年 度 増 減

Ⅰ 一般正味財産増減の部
１ 経 常 増 減 の 部
⑴ 経 常 収 益
基 本 財 産 運 用 益
特 定 資 産 運 用 益
受 取 補 助 金 等
雑 収 益
経 常 収 益 計

⑵ 経 常 費 用
事 業 費
管 理 費
経 常 費 用 計
評価損益等調整前当期経常増減額
特 定 資 産 評 価 損 益 等
投資有価証券評価損益等
評 価 損 益 等 計
当 期 経 常 増 減 額

２ 経 常 外 増 減 の 部
⑴ 経 常 外 収 益
経 常 外 収 益 計

⑵ 経 常 外 費 用
経 常 外 費 用 計
当 期 経 常 外 増 減 額
当期一般正味財産増減額
一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

Ⅱ 指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高

Ⅲ 正味財産期末残高

200
202,323,667
488,613,000
683,883

691,620,750

628,435,909
39,679,715
668,115,624
23,505,126

△128,090,000
590,000

△127,500,000
△103,994,874

0

0
0

△103,994,874
6,429,261,163
6,325,266,289

0
10,000,000
10,000,000

6,335,266,289

200
201,162,987
490,000,000
682,549

691,845,736

645,952,194
38,639,377
684,591,571
7,254,165

△171,660,000
△1,560,000
△173,220,000
△165,965,835

0

220,584
△220,584

△166,186,419
6,595,447,582
6,429,261,163

0
10,000,000
10,000,000

6,439,261,163

0
1,160,680
△1,387,000

1,334
△224,986

△17,516,285
1,040,338

△16,475,947
16,250,961
43,570,000
2,150,000
45,720,000
61,970,961

0

△220,584
220,584

62,191,545
△166,186,419
△103,994,874

0
0
0

△103,994,874



⑶ キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日～令和６年３月31日）

（単位 円）
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科 目 当 年 度 前 年 度 増 減

Ⅰ 事業活動によるキャッシュ・フロー
１ 事 業 活 動 収 入

基 本 財 産 運 用 収 入
特 定 資 産 運 用 収 入
補 助 金 等 収 入
雑 収 入
そ の 他 事 業 活 動 収 入
事 業 活 動 収 入 計

２ 事 業 活 動 支 出
事 業 費 支 出
管 理 費 支 出
そ の 他 事 業 活 動 支 出
事 業 活 動 支 出 計
事業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
１ 投 資 活 動 収 入

基本財産定期預金払戻収入
特 定 資 産 取 崩 収 入
特定資産定期預金払戻収入
流動資産定期預金払戻収入
投 資 活 動 収 入 計

２ 投 資 活 動 支 出
基本財産定期預金預入支出
特 定 資 産 取 得 支 出
特定資産定期預金預入支出
流動資産定期預金預入支出
投 資 活 動 支 出 計
投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
１ 財 務 活 動 収 入

借 入 金 収 入
財 務 活 動 収 入 計

２ 財 務 活 動 支 出
借 入 金 返 済 支 出
財 務 活 動 支 出 計
財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高
Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高

10
183,481,065
480,000,000
564,651

28,886,935
692,932,661

609,769,909
37,898,313
28,416,400
676,084,622
16,848,039

10,000,000
16,666

18,303,410
110,000,000
138,320,076

10,000,000
718,506

18,303,410
0

29,021,916
109,298,160

500,000,000
500,000,000

500,000,000
500,000,000

0
126,146,199
167,543,730
293,689,929

10
182,727,275
490,000,000
564,994

27,439,103
700,731,382

629,144,140
37,028,462
28,771,304
694,943,906
5,787,476

10,000,000
372,072

17,988,389
120,000,000
148,360,461

10,000,000
693,119

17,988,389
230,000,000
258,681,508
△110,321,047

1,500,000,000
1,500,000,000

1,500,000,000
1,500,000,000

0
△104,533,571
272,077,301
167,543,730

0
753,790

△10,000,000
△343

1,447,832
△7,798,721

△19,374,231
869,851
△354,904

△18,859,284
11,060,563

0
△355,406
315,021

△10,000,000
△10,040,385

0
25,387
315,021

△230,000,000
△229,659,592
219,619,207

△1,000,000,000
△1,000,000,000

△1,000,000,000
△1,000,000,000

0
230,679,770
△104,533,571
126,146,199



⑷ 財 産 目 録

（令和６年３月31日現在）
（単位 円）
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貸 借 対 照 表 科 目 金 額

（流 動 資 産）
現 金 預 金

未 収 金

前 払 金

貯 蔵 品

293,689,929

31,132,599

594,597

13,265

流動資産合計 325,430,390

（固 定 資 産）
基 本 財 産
特 定 資 産

その他固定資産

定 期 預 金

退職給付引当資産

減価償却引当資産

投 資 有 価 証 券

投資有価証券差額積立資産

什 器 備 品

減価償却累計額

投 資 有 価 証 券

10,000,000

17,259,987

1,417,949

10,921,976,660

333,340

2,617,956

△1,417,949

99,970,000

固定資産合計 11,052,157,943

資 産 合 計 11,377,588,333

（流 動 負 債）
未 払 金

預 り 金

１年内返済予定長期借入金

賞 与 引 当 金

22,934,823

332,518

5,000,000,000

1,794,716

流動負債合計 5,025,062,057

（固 定 負 債）
退職給付引当金 17,259,987

固定負債合計 17,259,987

負 債 合 計 5,042,322,044

正 味 財 産 6,335,266,289



財務諸表に対する注記

１ 重要な会計方針
⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法
①満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）によっている。
②その他の有価証券
時価のあるものは期末日の市場価格等に基づく時価法によっており、時価のないものは移動平
均法による原価法によっている。

⑵ 固定資産の減価償却の方法
定額法によっている。

⑶ リース取引の会計処理
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、
リース料総額が300万円未満のものについては、通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理に
よっている。
⑷ 引当金の計上基準
①賞与引当金は支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。
②退職給付引当金は役職員の期末退職給付の要支給額に相当する金額を計上している。

⑸ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。

⑹ 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位 円）

３ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位 円）
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科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
定 期 預 金
小 計

特定資産
退職給付引当資産
減価償却引当資産
投 資 有 価 証 券
投資有価証券差額積立資産
小 計
合 計

10,000,000
10,000,000

16,541,481
1,417,949

11,050,049,994
350,006

11,068,359,430
11,078,359,430

718,506

16,666

735,172
735,172

128,090,000
16,666

128,106,666
128,106,666

10,000,000
10,000,000

17,259,987
1,417,949

10,921,976,660
333,340

10,940,987,936
10,950,987,936

科 目 当期末残高 （うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

基本財産
定 期 預 金
小 計

特定資産
退職給付引当資産
減価償却引当資産
投 資 有 価 証 券
投資有価証券差額積立資産
小 計
合 計

10,000,000
10,000,000

17,259,987
1,417,949

10,921,976,660
333,340

10,940,987,936
10,950,987,936

(10,000,000)
(10,000,000)

―

(10,000,000)

―
(1,417,949)

(5,922,310,000)

(5,923,727,949)
(5,923,727,949)

―
―

(17,259,987)
―

(4,999,666,660)
(333,340)

(5,017,259,987)
(5,017,259,987)



４ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は､次のとおりである。

（単位 円）

※時価については、日本証券業協会公表の平均値単価を採用し、計算している。

５ 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位 円）

６ キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引
⑴ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている金額との関係は以下のとおりであ
る。

⑵ 重要な非資金取引は以下のとおりである。

附属明細書
１ 基本財産及び特定資産の明細
財務諸表に対する注記２で記載しているので、省略する。

２ 引当金の明細 （単位 円）
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補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上
の記載区分

青森県原子力施設
立地振興対策事業
費補助金

青森県 ― 488,613,000 488,613,000 ― ―

前 期 末 当 期 末
現金預金勘定 277,543,730円
預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

－110,000,000円

現金及び現金同等物 167,543,730円

現金預金勘定 293,689,929円
預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

0円

現金及び現金同等物 293,689,929円

前 期 末 当 期 末

特定資産評価損 171,660,000円
投資有価証券評価損 1,560,000円

特定資産評価損 128,090,000円
投資有価証券評価益 590,000円

科 目 期 首 残 高 当期増加額
当 期 減 少 額

期 末 残 高
目 的 使 用 そ の 他

賞 与 引 当 金 2,021,961 1,794,716 2,021,961 0 1,794,716
退職給付引当金 16,541,481 718,506 0 0 17,259,987

種類 帳簿価額 時価 評価損益

国債
地方債
政府関係機関債

合 計

1,499,666,660
400,000,000
3,100,000,000
4,999,666,660

1,591,550,000
428,160,000
3,289,940,000
5,309,650,000

91,883,340
28,160,000
189,940,000
309,983,340




